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中核的自己評価がネットワーキング行動
に及ぼす影響
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Ⅰ　導　　入

　組織内外の他者との関係性を構築し維持・活用

─日本企業の中高年社員を対象に

コロナ禍を経て従業員のコミュニケーションの形態が変化しても，組織内外の他者との関
係性を構築するネットワーキング行動の重要性は変わらない。本研究の目的は，年齢とと
もにネットワーキング行動が減少傾向にある日本の中高年社員に注目し，個人特性として
の中核的自己評価がネットワーキング行動に及ぼす影響と，それらの関係を調整する職務
特性の影響を検討することである。自己制御理論の観点から，職務遂行などの目標を達成
するための行動としてネットワーキング行動を捉え，中核的自己評価が組織内外のネット
ワーキング行動に与える主効果と，職務特性としてのスキル多様性の調整効果について仮
説を導出し検証した。インターネット調査により収集した日本企業に勤務する 50～65 歳
の正社員 255 名のデータを分析した結果，中核的自己評価は組織内外のネットワーキング
行動を促進することが明らかになった。また，スキル多様性が高い場合に，中核的自己評
価は組織内ネットワーキング行動を促進することが示された。これらの結果をふまえる
と，中高年社員の組織内外のネットワーキング行動を促すには，中核的自己評価の高い社
員を採用することが重要になる。加えて，中核的自己評価の高い社員に対して多様なスキ
ルを必要とする職務を設計したり，そのような職務に中核的自己評価の高い社員を配置・
登用することが組織内のネットワーキング行動に有効である可能性が示唆された。
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するネットワーキング行動は組織構成員の成果に
多様な影響を与える（Forret and Dougherty 2004；
Kim, Chen and Kong 2020；Porter, Woo and Campion 
2016）。本研究の目的は，日本企業に勤務する 50
歳以上 65 歳以下の中高年社員を対象に，ネット
ワーキング行動の中でもネットワーク構築行動を
促進する個人要因と，それらの関係を左右する調
整要因を検討することである 1）。
　近年では情報通信技術の進展や世界的なパンデ
ミックによる働き方の変化により，組織構成員の
コミュニケーションのスタイルが大きく変化して
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いるとされるが，依然としてネットワーキング行
動は個人の生産性やキャリアなどと密接に関連す
る重要な行動である（e.g., Becker et al. 2022）。た
だし，必ずしもすべての構成員が同程度にネット
ワーキング行動をとるわけではないことに留意が
必要である。日本企業の中高年層を対象とした調
査によれば，従業員のパフォーマンスをはじめと
して，エンゲージメントや人生満足度などに影響
を与える要因の 1 つとして自ら他者とのネット
ワークを構築する行動が指摘されているものの，
ネットワーキング行動は年齢が高くなるにつれて
減少してしまう可能性が示されている（パーソル
総合研究所 2021a；パーソル総合研究所・法政大学石
山研究室 2020）。近年多くの企業にとって，中高
年社員のパフォーマンスやモチベーションの低さ

（パーソル総合研究所 2020），中高年社員による若
手への技術やノウハウの承継などが課題となって
いることからも（日経ものづくり 2024），中高年社
員にとって他者とのネットワーク構築行動は個人
のみならず，組織全体にとっても重要な課題と
なっている。
　ネットワーキング行動は個人と組織に重要な意
味を持つものの，先行研究においてその先行要因
が十分に明らかになっていない（Bendella and 
Wolff 2020）。本研究は個人特性に焦点を当て，近
年，多様な個人の行動を説明する要因として注目
されている中核的自己評価（Judge, Erez and Bono 
1998）を取り上げて，ネットワーキング行動の 1
つであるネットワーク構築行動との関係を明らか
にすることを試みる。あわせて，この関係を左右
する調整要因として，職務特性であるスキル多様
性について検討する。

Ⅱ　ネットワーキング行動とその先行要因

　ネットワーキング行動とは，個人が職務やキャ
リアについて自分を手助けしてくれる可能性のあ
る他者との関係性を構築し維持しようと試みるこ
とである（Forret and Dougherty 2001）。より具体
的には，ネットワークの構築と維持，活用という
3 つの機能にかかわる行動を総称してネットワー
キング行動と呼ばれており，個人は多様な動機か

らこれらの行動をとる （Porter and Woo 2015；Wolff, 
Schneider-Rahm and Forret 2011）。Wolff, Schneider-
Rahm and Forret（2011）によると，ネットワー
キング行動は，パーソナリティ特性ではなく，
ネットワーカー（networkers）が頻繁且つ一貫し
て示す一連の相互に関連した行動の傾向である。
プロアクティブ行動（Ashford and Black 1996）に
も類似の下位概念があるが，これは社会化を目的
として組織内のネットワーキング行動を扱ってい
るのに対して，本研究のネットワーキング行動は
多様な動機から組織内外の双方のネットワーキン
グ行動を対象としている点で異なる。
　先行研究では，このネットワーキング行動が職
務満足の向上（Porter, Woo and Campion 2016）や
昇進（Forret and Dougherty 2004），知覚される雇
用機会と仕事のオファーの増加（Porter, Woo and 
Campion 2016），パフォーマンスの向上（Hwang, 
Kessler and Francesco 2004）など，個人の成果に
好影響をもたらすことが示されている。また，組
織構成員のネットワーキング行動には，組織内で
のネットワーキング行動と組織外でのネットワー
キング行動の 2 つがある（Wolff, Schneider-Rahm 
and Forret 2011）。Porter, Woo and Campion

（2016）では，内的ネットワーキング行動が自発
的離職と負に関連しており，外的ネットワーキン
グ行動は自発的離職と正に関連していることが指
摘されている。
　他方で，ネットワーキング行動に影響を及ぼす
要因を検討した研究はそれほど多くない（Wolff 
and Kim 2012）。先行研究によると，ネットワー
キング行動は個人特性によって主として影響を受
けることが示唆されている（e.g., Bendella and Wolff 
2020；Forret and Dougherty 2001；Hwang, Kessler 
and Francesco 2004；Wolff and Kim 2012；Wolff and 
Spurk 2020）。個人特性を先行要因とした研究で
は，個人の社会経済的背景やビッグファイブ，自
尊心，LOC（Locus of Control：統制の所在），自己
効力感，志向性などの要因が分析対象となってい
る（Bendella and Wolff 2020；Forret and Dougherty 
2001；Hwang, Kessler and Francesco 2004；Wolff and 
Kim 2012；Wolff and Spurk 2020）。例えば，Hwang, 
Kessler and Francesco（2004）では，個人主義的
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志向性がネットワーキング行動を促進することを
明らかにした。個人特性以外の要因として，職務
自律性（Wolff and Spurk 2020）やタスク相互依存
性（Wolff and Spurk 2020），リーダーシップ（Kim, 
Chen and Kong 2020）などがネットワーキング行
動に影響を及ぼすことが指摘されている。
　さらに，Gibson, Hardy III and Buckley（2014）
では，ネットワーキング行動研究を理論的に発展
させるためには，組織内のネットワーキング行動
と組織外のネットワーキング行動の両方を考慮す
る重要性が指摘されている。ネットワーキング行
動のうち本研究で焦点を当てている構築の側面に
注目すると，Wolff and Kim（2012）では，外向性
と開放性が内的ネットワーキング行動と正の関係
にあることが示されている。外的ネットワーキン
グ行動の関係については，外向性と開放性が正の
関係，協調性が負の関係にあることが実証されて
いる。また，このようなネットワークの構築行動
は，内的・外的ネットワーキング行動ともに，何
かを達成したいという動機（achievement motive）
と誰かとつながっていたいという動機（affiliation 
motive）の両方に由来している（Wolff, Weikamp 
and Batinic 2018）。
　このようなネットワーキング行動の先行要因に
関する知見は蓄積されているものの，個人特性に
ついてはその重要性の高さから依然として研究が
不足していることが指摘されている（Bendella and 
Wolff 2020；Porter and Woo 2015；Wolff and Kim 
2012）。

Ⅲ　仮 説 導 出

１　中核的自己評価とネットワーキング行動の関係

　本研究では，ネットワーキング行動の中でも
ネットワーク構築行動に着目し，その先行要因と
して個人特性である中核的自己評価を取り上げ
る。ネットワーキング行動の中でも構築行動に限
定して着目する理由は，構築・維持・活用という
複数の機能の中でも構築行動が他の機能に先行し
て行われる重要な行動であるためである。特に，
中高年社員のネットワーキング行動の減少傾向を

考慮すると，構築行動に着目する必要がある（以
後，ネットワーキング行動は特に言及しない限り，
ネットワーク構築行動を指すものとする）。
　近年，中核的自己評価は職務探索行動や組織市
民行動などの多様な従業員行動を予測する要因 
として扱われているものの（竹内・竹内 2010；
Debusscher, Hofmans and De Fruyt 2016），中核的
自己評価とネットワーキング行動の関係を明らか
にした研究は十分ではない（e.g., Bendella and 
Wolff 2020）。本研究でネットワーキング行動の先
行要因として取り上げる中核的自己評価とは，個
人が自己とその価値に対して抱く基本的評価であ
る（Judge, Erez and Bono 1998）。中核的自己評価
は，（1）自尊心，（2）一般的自己効力感，（3）神
経症傾向（精神的安定性），（4）LOC という 4 つ
の特徴を有する幅広く，潜在的で，高位の特性で
ある（Judge, Erez and Bono 1998）。中核的自己評
価を構成する 4 つの下位概念はそれぞれ共通する
特性を有し，個々の持つ特性よりも共通する特性
がより重要であることが指摘されている（Judge 
et al. 2005）2）。こうした中核的自己評価は，ビッ
グファイブなどの性格特性と関連があり，状況に
よって簡単に変化するものではなく，安定的な特
性であると捉えられている（Judge et al. 1998）3）。
　ネットワーキング行動は，個々人の何らかの目
標駆動的行動である（Gibson, Hardy III and Buckley 
2014；Porter and Woo 2015；Porter et al. 2023）。特
に，他者とのネットワークを構築する目的は多岐
にわたり，職務のパフォーマンスの向上やキャリ
アマネジメント，職務探索などが指摘されている

（Porter and Woo 2015）。Porter らによると，ネッ
トワーキング行動をとる理由は資源の交換が目的
の根幹にあり，それが自身にとって有益であるか
によって行動が変化するとされている。また，
個々人の他者とつながりたいという欲求もネット
ワーキング行動をとる理由の 1 つとして存在する
可能性も示唆されている（Porter and Woo 2015；
Wolff, Weikamp and Batinic 2018）。どのような目標
を定める場合であっても，ネットワーキング行動
は組織構成員にとって必要不可欠な行動である。
　このような目標に対する人の行動を説明する理
論として自己制御理論が存在する（Bandura 1991）。
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自己制御は適応能力であり，自己制御によって自
身の物理的健康や心理的幸福感，職務パフォーマ
ン ス が 向 上 す る（Kuhl, Kazén and Koole 2006）。
自己制御理論は何らかの目標を設定し，その目標
に沿った行動をどの程度自己を制御し，目標と整
合的な行動をとるのかを説明する理論である。組
織構成員の行動を対象とした既存研究によると，
リーダーシップ行動（Sosik, Potosky and Jung 2002）
や 学 習 行 動（De Stobbeleir, Ashford and Buyens 
2011）などといった行動が，自己制御理論によっ
て説明されている。
　自己制御のプロセスにおいて重要な意味を持つ
のが自己監視（self-monitoring）である（Bandura 
1991）。人は自身のモチベーションや行為に対し
てうまく影響を与えることが難しい。それは自身
の能力や取り巻く状況，行為によって生じる効果
に正確に注目することが難しいことに起因してい
る。この自己監視は自身の有する既存の認知構造
や自己への自信によって変化し，それに応じてそ
の後の行為にも影響を及ぼすのである。この自己
監視に対する志向性は人によって異なり，自身の
アイデンティティに対して確固たる自信があり，
自身の標準（personal standard）だと考える水準
を満たそうとするほどより高い目標を設定し，よ
り強く自身の目標達成に向かう方向性に対する行
動を強化する。そのため，自身の標準が高く設定
されると考えられる中核的自己評価の高い人ほ
ど，目標がより高く設定（Erez and Judge 2001）
され，その目標に向けた行動がさらに促進すると
考えられる。そのため，中核的自己評価はある種
の自己制御的能力や行動力を表したものである

（Johnson, Rosen and Levy 2008）。実際に，Neves 
and Champion（2015）では，中核的自己評価が
高いことで自身の行動を制御し，逸脱行動が減少
することが示されている。
　Judge et al.（2005）では，中核的自己評価が高
いことで自己制御機能が促進することが指摘され
ている。これは主として①行為や環境を制御でき
る，②行為や環境の変化に対する予測ができる，
③望ましい状態へ向かう行為者のより有効な目標
設定ができるという 3 つの信念に由来している

（Johnson, Rosen and Levy 2008）。中核的自己評価

が高いことでこれらの信念が強くなり，より自己
制御機能が促進するのである。中核的自己評価を
構成する個別の要素で考えたとしても，LOC や一
般的自己効力感は①行為や環境に対する制御可能
性の高さと②行為や環境変化に対する予測性と関
係し，神経症傾向は③望ましい状態へ向かう行為
者のより有効な目標設定と関係している（Johnson, 
Rosen and Levy 2008）。
　組織構成員にとって必要不可欠なネットワーキ
ング行動は目標駆動的行動であることから，その
行動を促進するには自己制御能力が重要になる。
特に，組織内では，職務遂行のために多様な知識
やスキル，情報の提供が必要になるだけでなく，
さまざまな問題が生じた際に手助けしてくれる他
者との関係性の構築が重要になる（Porter and Woo 
2015）。そのため，中核的自己評価の高さ故の高
い目標設定とそれに向けた方向性の制御（Judge 
et al. 2005）を通じて，目標達成のための組織内
ネットワーキング行動を促進するのである。した
がって，中核的自己評価の高い構成員ほど，組織
内ネットワーキング行動をとるようになると予想
される。

　H1：�中核的自己評価は組織内ネットワーキン
グ行動と正に関係する。

　また，中核的自己評価の高さによる高い目標設
定と自身の行動制御は，組織外の行動においても
同様に効果を持つと考えられる。自身のキャリア
や職務探索を目的としたネットワーキング行動で
は，組織外の人とのネットワーク構築が重要にな
る。実際に，組織外の行動にかかわる職務探索行
動の説明として中核的自己評価の高さが自己制御
理論を用いて説明されることがある（e.g., 竹内・
竹内 2010；Kanfer, Wanberg and Kantrowitz 2001；
Liu et al. 2014）。職務探索は，何らかの職に就く
という目標を設定し，それに向かって多様な行動
をとる。そのため，目標設定と密接に結びつく行
動 で あ り， 自 身 の 制 御 が 非 常 に 重 要 に な る

（Kanfer, Wanberg and Kantrowitz 2001）。 既 存 研
究でも，中核的自己評価の高い人ほど労働市場で
自身をアピールすることに抵抗感がなく，自己実
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現欲求を満たそうとより積極的に職務探索行動に
力を入れることが指摘されている（Wanberg et 
al. 2005）。また，組織外のネットワークを構築す
ることは職務パフォーマンスの向上にも寄与する

（Bruque, Moyano and Piccolo 2016）。このことか
ら，どのような構成員であっても組織外の人との
ネットワーク構築を行うことは常に何らかの目的
意識のもと行われる重要な行動であり，その行動
を促進するために自己制御が関連する。中核的自
己評価の高さは目標設定とそれに向けた方向性の
制御に作用することで，目標達成に必要な組織外
のネットワーキング行動を促進するのである。し
たがって，中核的自己評価の高い構成員ほど，組
織外ネットワーキング行動をとるようになると予
想される。

　H2：�中核的自己評価は組織外ネットワーキン
グ行動と正に関係する。

２　スキル多様性による調整効果の検討

　これまでの研究でも，キャリアや職務に関連す
る行動に対して，個々人の持つパーソナリティと
の関係を職務特性が調整することが指摘されてい
ることから（e.g., Wu et al. 2018），本研究ではス
キル多様性を調整要因として想定し，中核的自己
評価とネットワーキング行動との関係を検討す
る。スキル多様性とは，特定の職務において，そ
の職務遂行のためのさまざまな活動で必要とされ
る個人の異なるスキルや能力の多様性の程度を意
味する（Hackman and Oldham 1980）。職務特性の
中でスキル多様性に注目する理由は，幅広い業種
や職種で IT 技術や AI の活用スキルの必要性が
高まっていることや，企業が社員のリスキリング
に取り組んでいることからも明らかなように，職
務を遂行するために必要なスキルの多様性に対す
る昨今の要求水準が高まっていることが挙げられ
る。スキル多様性の要求水準の高度化は，一部の
年代層に限られるものではなく中高年社員も同様
である。
　スキル多様性は，中核的自己評価の高さ故に生
じる自己制御機能をより強化して，ネットワーキ
ング行動に影響を及ぼすと考えられる。具体的に

は，スキル多様性が高い職務に従事する構成員
は，単調なスキルのみを必要とする職務と比較し
て，より高度な目的意識を持ちながら，職務を行
う必要がある（Weston, Hill and Cardador 2021）。
ただし，この高い目標設定は自身が達成できると
知覚可能な範囲で行われる。高い目標は個々人の
特定の目標に向かう力を増強させるものの，その
達成できるかの期待が個々人の行動を左右する

（Bandura 1991）。つまり，スキル多様性の高い職
務に従事している場合，中核的自己評価の高い構
成員は，より高い目標設定と，その目標の達成可
能性を高く認識することで，その目標達成に向か
う力を増幅させると考えられる。
　また，多様なスキルを求められる場合に，中核
的自己評価の高い構成員は，組織内の知識やスキ
ルだけでは不十分であり，組織外の他者との交流
を積極的に行うだろう（Bierly Ⅲ , Damanpour and 
Santoro 2009）。多様なスキルを必要とする職務に
従事している構成員は中核的自己評価が高いこと
で，より高い目標設定を行い，その目標達成可能
性を高く見積もるため，目標達成のための組織外
のリソースをより活用すると考えられる。した
がって，スキル多様性が高い職務に従事する場
合，中核的自己評価の高さと組織内外の双方の
ネットワーキング行動の関係性はより強くなると
予想される。

　H3a：�スキル多様性は中核的自己評価と組織内
ネットワーキング行動の関係を調整する。
スキル多様性が高い職務に従事する場
合，中核的自己評価と組織内ネットワー
キング行動との正の関連は強くなる。

　H3b：�スキル多様性は中核的自己評価と組織外
ネットワーキング行動の関係を調整す
る。スキル多様性が高い職務に従事する
場合，中核的自己評価と組織外ネット
ワーキング行動との正の関連は強くなる。
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Ⅳ　方　　法

１　調査対象

　本研究では，従業員規模 300 人以上の民間企業
（農業，林業，漁業と教育機関を除く）で働く勤続
年数 2 年以上で高卒以上の正社員を対象に，イン
ターネットモニター調査を実施した。役職は一般
社員から課長までとし，週当たりの実労働時間が
35 時間以上 65 時間以内とした 4）。コモンメソッ
ドバイアスを考慮し，データの収集は 2 時点で行
われ，1 時点目（2023 年 3 月上旬）に独立変数で
ある中核的自己評価，調整変数であるスキル多様
性，および統制変数である個人属性を収集し，12
日間のインターバルを置いて，2 時点目（2023 年
3 月下旬）に従属変数であるネットワーキング行
動のデータを収集した。本研究は中高年社員に着
目していることから，収集したサンプルから 50
歳以上 65 歳以下の回答者に限定し，さらに不良
回答を除外した結果，分析対象のサンプルサイズ
は 255 となった。
　分析対象のサンプルの属性は，平均年齢が
56.03 歳， 男 性 の 割 合 が 94.51％， 大 卒 以 上 が
72.94％， 課 長 が 29.02％ で， 平 均 勤 続 期 間 は
29.88 年だった。5000 人以上の規模の企業に勤め
ている割合が 41.18％，勤務先企業の業種は製造
業が 43.92％，情報通信業が 16.08％，金融・保険
業が 7.45％，卸売・小売業が 7.06％だった。

２　測定尺度

（1）従属変数
　従属変数であるネットワーキング行動は，
Wolff, Schneider-Rahm and Forret（2011） の 英
語尺度を日本語訳し，日本の就業環境や雇用慣行
に即して一部修正したうえで，専門業者による
バックトランスレーション手続きを経た尺度を用
いた。Wolff, Schneider-Rahm and Forret （2011）
の尺度は，Wolff and Moser（2006）のドイツ語
版尺度をもとにしており，内的ネットワーキング
行動（internal networking behavior）と外的ネッ
トワーキング行動（external networking behavior）
各 22 項目の計 44 項目から構成されている。本研

究では，その中でもネットワークの構築行動にの
み焦点を当てているため，内的・外的ネットワー
キング行動尺度におけるネットワーク構築行動に
かかわる項目についてそれぞれ 6 項目と 7 項目を
採用している。
　内的ネットワーキング行動の尺度例は「勤務先
で，私は顔見知り程度の社員にも声をかけてい
る」「社内の新しい人脈を作るために，私は勤務
先のイベントを活用している」などであり，外的
ネットワーキング行動の尺度例は「私は，出張や
研修などを利用して，社外の新しい人脈を構築し
ている」「私は，社外の専門家コミュニティ（学
会や特定の職種・業界の団体など）の会員として活
動している」などである 5）。教示文を示したのち
に，「1．まったくしていない」から「6．いつも
している」の 6 段階のリッカートスケールによる
回答形式とした。信頼性係数を確認し，内的ネッ
トワーキング行動（α＝.907）と外的ネットワーキ
ング行動（α＝.948）はいずれも一定の内的一貫性
があることを確認している。

（2）独立変数
　独立変数である中核的自己評価は，Judge et 
al.（2003）の尺度を竹内・竹内（2010）が邦訳し
たものを用いた。たとえば，「私は，人生の中で
自分にとってふさわしい成功を獲得する自信があ
る」「何かに挑戦すると，大体私は成功するだろ
う」「私は，自分のさまざまな問題にうまく対処
することができる」などの 6 項目である。教示文
を示したのちに，「1．全くそうでない」から「5．
非常にそうだ」の 5 段階のリッカートスケールに
よる回答により測定した（α＝.852）。

（3）調整変数
　調整変数であるスキル多様性は，Morgeson and 
Humphrey（2006）の尺度を関口（2012）が邦訳
したものを用いた。具体的には，「仕事を進める
にあたってさまざまなスキルを必要とする」「仕
事を終わらせるためにはさまざまな異なるスキル
を使わなければいけない」などの 4 項目であり，
中核的自己評価同様の 5 段階のリッカートスケー
ルで測定した（α＝.945）。
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（4）統制変数
　統制変数は Wolff and Kim（2012）を参考に，
性別（女性＝1），勤続期間（月数），学歴（大卒以
上＝1），役職（課長＝1）を設定した。

Ⅴ　分 析 結 果

　まず，本研究で分析対象とする変数である，中
核的自己評価と内的ネットワーキング行動，外的
ネットワーキング行動，スキル多様性の弁別妥当
性を確認するために，確認的因子分析を行った。
分析結果から，従属変数である内的ネットワーキ
ング行動と外的ネットワーキング行動を区別しな
い 3 因子モデル（χ2＝941.599（p<.001）df＝227, CFI
＝.847, RMSEA＝.111）よりも区別する 4 因子モデ
ル（χ2＝534.422（p<.001）df＝224, CFI＝.933, RMSEA
＝.074）の適合度が高く，弁別妥当性の基準を一
定程度満たしていることが確認された。次に，本
分析で扱う変数間の相関係数を表 1 で確認する。

まず中核的自己評価が内的ネットワーキング行動
と正の関連（r＝.270, p<.001），同じく外的ネット
ワーキング行動と有意な正の関連（r＝.186, p<.01）
があることから，中核的自己評価が高いほど，内
的・外的ネットワーキング行動の頻度が高い傾向
が示唆された。また，スキル多様性は内的ネット
ワーキング行動と有意な正の関連（r＝.166, p<.01）
があったが，外的ネットワーキング行動との関連
は非有意（r＝.121, n.s.）であった。さらに，役職
が 2 つのネットワーキング行動と有意な正の関連

（内的ネットワーキング行動 r＝.220, p<.001，外的
ネットワーキング行動 r＝.169, p<.01）が確認され
た。なお，内的ネットワーキング行動と外的ネッ
トワーキング行動の間にも有意な正の関連（r＝ 
.690, p<.001）があることが認められた。
　次に，仮説を検証するために，内的ネットワー
キング行動と外的ネットワーキング行動をそれぞ
れ従属変数とする階層的重回帰分析を行った。
各々の分析結果を表 2 と表 3 で示す。表 2 と表 3

表 1　記述統計と相関係数

Mean SD 1 2 3 4 5 6 7 8
1 性別 0.055 0.228
2 勤続期間（月数） 358.612 109.343 －0.182**
3 学歴 0.729 0.445 －0.202** －0.010
4 役職 0.290 0.455 －0.040 0.076 0.331***
5 中核的自己評価 3.056 0.610 0.048 －0.089 0.030 0.102 （0.852）
6 スキル多様性 4.706 1.069 －0.111 0.085 0.031 0.041 0.272*** （0.945）
7 内的ネットワーキング行動 2.255 0.923 －0.079 －0.049 0.009 0.220*** 0.270*** 0.166** （0.907）
8 外的ネットワーキング行動 1.788 0.882 －0.068 －0.062 0.119 0.169** 0.186** 0.121 0.690*** （0.948）
注：1）対角線上の括弧内の数値は信頼性係数の値を示す。
　　2）*p<.05，**p<.01，***p<.001。
出所：筆者作成。

表 2　内的ネットワーキング行動への階層的重回帰分析の結果

モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4
切片 2.545*** 2.494*** 2.517*** 2.504***
性別 －0.424 －0.460 －0.419 －0.443
勤続期間（月数） －0.001 －0.001 －0.001 －0.001
学歴 －0.203 －0.202 －0.203 －0.213
役職 0.518*** 0.462*** 0.462*** 0.461***
中核的自己評価 0.378*** 0.337*** 0.304**
スキル多様性 0.081 0.096
中核的自己評価×スキル多様性 0.115*
R2 0.068 0.129 0.137 0.151
調整済み R2 0.053 0.112 0.116 0.127
F 値 4.558 7.380 6.558 6.288
ΔR2 0.061*** 0.008 0.014*
注：1）各モデルの変数の数値は非標準化係数を表している。
　　2）*p<.05，**p<.01，***p<.001。
出所：筆者作成。
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のモデル 1 はコントロール変数を，モデル 2 はコ
ントロール変数と独立変数である中核的自己評価
を，モデル 3 はモデル 2 に調整変数としてスキル
多様性を加え，モデル 4 はさらに中核的自己評価
とスキル多様性の交互作用項を投入したモデルで
ある。中核的自己評価とスキル多様性には中心化
処理を行っている。
　まず，中核的自己評価とネットワーキング行動
の関係について，表 2 のモデル 2 を見ると，中核
的自己評価は内的ネットワーキング行動と有意な
正の関連（B＝.378, SE＝.090, p<.001）を示し，モ
デル 1 から 2 への有意な R2 の増加（ΔR2＝.061, p
＜.001）を示したことから，仮説 1 は支持された。
また表 3 のモデル 2 を見ると，中核的自己評価は
外的ネットワーキング行動と有意な正の関連（B
＝.243, SE＝.089, p<.01）を示し，モデル 1 から 2
への有意な R2 の増加（ΔR2＝.028, p＜.01）を示し
たことから，仮説 2 も支持された。
　次に，スキル多様性の調整効果について，表 2
のモデル 4 を見ると，中核的自己評価とスキル多
様性の交互作用項が有意な正の関連（B＝.115, SE
＝.056, p<.05）を示し，モデル 3 から 4 への有意
な R2 の増加（ΔR2＝.014, p＜.05）を示したことか
ら，仮説 3a は支持された。しかしながら，表 3
のモデル 4 を見ると，中核的自己評価とスキル多
様性の交互作用項が非有意（B＝.085, SE＝.056, 
n.s.）であったことから，仮説 3b は支持されな
かった。
　なお，役職が内的ネットワーキング行動と外的

ネットワーキング行動それぞれと有意な正の関連
を示した。
　中核的自己評価と内的ネットワーキング行動の
関係に対するスキル多様性の調整効果が確認され
たため，平均値±1 標準偏差を基準に，スキル多
様性をそれぞれ高い群と低い群に分けて，単純傾
斜分析を実施した。
　図 1 は，中核的自己評価と内的ネットワーキン
グ行動の関係に対するスキル多様性の調整効果の
結果である。スキル多様性の高い群で単純傾斜が
有意な正の関連（B＝.427, SE＝.103, p<.001）を示し
たが，低い群では非有意（Β＝.182, SE＝.121, n.s.）
であった。スキル多様性の高い群にのみ，中核的
自己評価と内的ネットワーキング行動の正の関係
が確認された。

Ⅵ　結　　論

１　分析結果のまとめ

　中高年社員を対象としたデータを用いた分析の
結果から，中核的自己評価は組織内外のネット
ワーク構築行動と正の関係にあることが分かっ
た。これは中核的自己評価の高い組織構成員ほ
ど，組織内外の人とのネットワークの構築に積極
的であることを示唆している。中核的自己評価を
構成する要素である自尊心と LOC，自己効力感が
ネットワーキング行動と正の関係にあることを指
摘した Forret and Dougherty（2001）や Bendella 

表 3　外的ネットワーキング行動への階層的重回帰分析の結果

モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4
切片 1.886*** 1.853*** 1.871*** 1.861***
性別 －0.257 －0.280 －0.250 －0.267
勤続期間（月数） －0.001 －0.001 －0.001 －0.001
学歴 0.104 0.105 0.104 0.096
役職 0.302* 0.266* 0.266* 0.265*
中核的自己評価 0.243** 0.213* 0.188*
スキル多様性 0.060 0.071
中核的自己評価×スキル多様性 0.085
R2 0.042 0.070 0.075 0.083
調整済み R2 0.027 0.051 0.052 0.058
F 値 2.768 3.750 3.344 3.214
ΔR2 0.028** 0.005 0.008
注：1）各モデルの変数の数値は非標準化係数を表している。
　　2）*p<.05，**p<.01，***p<.001。
出所：筆者作成。
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and Wolff（2020）と整合的である。ネットワーキ
ング行動が減少傾向にある中高年社員にとって，
中核的自己評価は他者とのネットワーク構築行動
を促進する重要な要因であるといえる。
　また，中核的自己評価と内的ネットワーキング
行動との関係はスキル多様性によって調整される
ことが示された。具体的には，スキル多様性が高
い場合は内的ネットワーキング行動を促進する
が，低い場合には中核的自己評価と内的ネット
ワーキング行動との間の関係が支持されなかっ
た。一方，中核的自己評価と外的ネットワーキン
グ行動の関係については，スキル多様性が調整効
果を持たないことが示された。内的ネットワーキ
ング行動と外的ネットワーキング行動で異なる結
果が示された理由として，中高年社員が従事する
職務に求められるスキルの特性が考えられる。職
務遂行に必要な多様なスキルが企業特殊的な特性
を多く含む場合に，中核的自己評価が高い中高年

社員は，より高い成果を発揮するために組織内の
ネットワーキング行動を優先している可能性が 
ある。

２　本研究の学術的貢献と実務的示唆

　本研究の貢献を 2 つ挙げる。第一に，中核的自
己評価が組織内外のネットワーク構築行動の促進
要因となることを示したことである。これまでの
ネットワーキング行動研究では，個人に対する自
己評価が組織内外のネットワーキング行動に与え
る影響は検証されてこなかった。自己制御理論か
らネットワーキング行動について考えると，自己
に対する評価が自身の目標達成と関連するネット
ワーキング行動との関連が想定されることから，
ネットワーキング行動の先行要因として中核的自
己評価が重要な促進要因であることを示した点は
ネットワーキング行動研究に対する本研究の貢献
の 1 つと言えるだろう。また，中高年社員を対象

図 1　内的ネットワーキング行動へのスキル多様性の調整効果の単純傾斜分析の結果

出所：筆者作成。
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とする研究領域に対する貢献として，中核的自己
評価が中高年社員の行動に対して重要な役割を
担っている点を示したことが挙げられる。今後の
中高年社員を対象とした研究では，中核的自己評
価が他の成果変数に及ぼす効果を検討することも
1 つの可能性として示唆される。より具体的に
は，情報・知識共有やチームワーク，職務満足
度，キャリア自律の向上などの成果変数が考えら
れるだろう。
　第二に，個人特性とネットワーキング行動との
関係を調整する要因として，職務特性の重要性を
示したことである。これまでのネットワーキング
行動研究では，主としてビッグファイブや志向性
などの個人特性とネットワーキング行動との関係
が検討されてきたが，調整効果についての検討は
十分ではなかった。そのため，中核的自己評価と
ネットワーキング行動の関係をスキル多様性とい
う職務特性が調整することを示した点は本研究の
重要な貢献である。職務特性が個人特性と従業員
行動の関係を調整することは一般的に想定されて
いることから（e.g., Wu et al. 2018），今後は個人
特性とネットワーキング行動の関係について，ス
キル多様性以外の職務特性を調整要因として検討
することが求められる。近年では，新しい技術の
導入や環境変動の速さに由来して，スキル多様性
の高い職務が増加し，組織や構成員にとって知
識・スキルの獲得や伝達が重要な課題となってい
る。中高年社員の中核的自己評価によるネット
ワーキング行動をより促進する職務特性を検討す
ることが重要になるだろう。
　実務的示唆として，中高年社員の組織内外の
ネットワーキング行動の促進という観点から，中
核的自己評価に注目した取り組みが求められる。
個人特性としての中核的自己評価の安定的な側面
をふまえると，中核的自己評価の高い構成員を採
用することが，組織内外のネットワーキング行動
を促すうえで有効である（Judge et al. 1998）。そ
のため，組織としても知識やスキルの承継を目指
す場合，ネットワーキング行動が減少傾向にある
とされる中高年社員の組織内外のネットワーク構
築行動を促進する要因を理解することは重要な意
味を持つ。また，スキル多様性の調整効果をふま

えると，多様なスキルを必要とする職務に中核的
自己評価の高い中高年社員を配置・登用したり，
中高年社員に対して多様なスキルを必要とする職
務を設計したりすることで，中核的自己評価の高
い中高年社員のネットワーキング行動をより促す
ことが可能になる。中核的自己評価を通じてネッ
トワーキング行動を促進することで，中高年社員
のパフォーマンスやエンゲージメント，キャリア
に好影響を与えられる可能性が高まると考えら 
れる。

３　本研究の限界と今後の展開

　本研究の限界と今後の展開について 2 つ示す。
第一に，サンプルの偏りの問題が挙げられる。本
研究のサンプルの多くは男性であるため，分析結
果は男性中高年社員の特徴が反映されている可能
性がある。ただし，ネットワーキング行動におけ
る性別による違いはこれまでの研究では支持され
ていない（e.g., Wolff and Kim 2012）。今後，女性
の管理職が増えていくことが予想され，性別に基
づくネットワーキング行動の比較研究が重要な研
究テーマとなるだろう。第二に，本研究では，
ネットワーキング行動のうち構築の側面に焦点を
当てていたため，それ以外の維持と活用の 2 つの
機能（Wolff, Schneider-Rahm and Forret 2011）に
も着目して分析することも可能である。中核的自
己評価はネットワーキング行動の構築，維持，活
用それぞれの機能とどのように関係しているの
か，また，どのような状況変数がその効果を左右
するのかを検討することも課題である。
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 1）本研究では，中高年の多様な年齢の定義がある中で，厚生
労働省が長年行っている「中高年者縦断調査」が 50 歳以上の
労働者を対象としていることや，パーソル総合研究所が 50 歳
から 69 歳までをシニア従業員と呼称しているため，本研究も
50 歳以上を中高年社員と定義する（厚生労働省 2022；パーソ
ル総合研究所 2021b）。

 2）個人の特性論的なアプローチは漸次的アプローチ（piece-
meal approach）だと批判を受けることがあり，より統一的な
理論構築を行うために中核的自己評価概念が提唱された経緯が
ある（Johnson, Rosen and Levy 2008）。
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 3）中核的自己評価が安定的な特性であることは多くの研究で
指摘されているが，一部の研究（Judge 2009）では変動する
可能性について論じている。

 4）これまでのネットワーキング行動の研究では，主として一
般社員から職場の管理監督者（supervisor）までを分析対象と
していたため，本研究も同様の基準を設けた（e.g., Wolff and 
Kim 2012）。

 5）ネットワーキング行動の測定尺度を開発した著者に確認し，
少数の項目に限り日本語訳を例示する許諾を得ている。すべて
の測定尺度は Wolff and Moser（2006）のドイツ語版で確認で
きる。
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